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今回からカナダについて定例報告で取り上げる。

ここ1年の大きな動きとしては、医療制度に関する

10カ年計画が終期を迎える2014年度以降を見据えた

議論が連邦及び州政府内で進んでいる。

1　社会保障制度の概要.. . . . . . . . . . . . . . . . . .
カナダは連邦国家であり、連邦と州（準州を含む）の

権限の配分を規定したカナダ憲法によれば、基本的に保

健医療、公衆衛生、福祉等の事項は州政府の管轄と定め

られている。その一方で歴史的な経緯により連邦政府単

独、又は連邦政府と州政府が共管する分野も存在し、そ

の代表例として年金が含まれるが、税方式の老齢所得保

障制度については連邦政府の管轄であり、拠出方式のカ

ナダ年金制度については連邦政府と州政府の合意に基づ

き運営されているが、ケベック州においては連邦政府に

は関係なく州独自のケベック年金制度を運営している。

その他児童給付や低所得者対策においても、基本は州政

府の権限と理解されているが州政府と連邦政府のプログ

ラムが共存している。さらに州政府が運営している保健

医療やその他の福祉プログラムにおいても、連邦政府か

ら州政府に対して多額の財源移転が行われていることか

ら、州政府が独自に運営する社会保障プログラムに対し

て与える連邦政府の影響は大きい。

2　社会保険制度等.. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
（1）年金制度

イ　制度の概要

カナダの年金制度は一般的に三本柱で構成されている。

第一の柱は連邦政府が運営する税方式の老齢所得保証制

度（Old Age Security：OAS）、第二の柱は連邦政府と

州政府が共管で運営する所得比例及び社会保険方式のカ

ナダ年金制度（Canada Pension Plan：CPP）（ケベッ

ク州においてはケベック年金制度（Quebec Pension 

Plan：QPP））、第三の柱は企業年金や個人年金である。

ロ　老齢所得保障制度

老齢所得保障制度の目的は、主に高齢期の貧困を防止・

緩和することであり、カナダの高齢者の所得保障の基礎を

なす制度である。連邦憲法にも本制度が連邦政府の権限

と規定されており、連邦政府内では雇用・社会開発省が制

度設計の役割を担い、実際に給付を行うのは雇用・社会開

発省の下に設置されているサービス・カナダである。

老齢社会保障制度は、発足当初は連邦政府と州政府の

共同運営による公的年金制度であったが、1951年に「老

齢所得保障法（Old Age Security Act）」の成立によ

り完全に連邦政府の権限となった。同制度における給付

内容には、①老齢保障年金（OAS 年金）、②補足所得

保障（GIS：Guaranteed Income Supplement）、③

加給手当（Allowance）/ 遺族手当（Allowance for 

Survivor）がある。

老齢所得制度の特徴は、税制上の措置として高所得者

の高齢者は OAS 年金の一部又は全額を払い戻す仕組み

（払い戻し税（Recovery Tax）又はクローバック（claw 

back）と呼ばれる。）と、低所得の高齢者の所得を補う

目的で、基礎給付に上乗せされる給付金制度（補足所得

保障（GIS））を備えていることである。制度の詳細に

ついては表2-1-12を参照のこと。

ハ　カナダ年金制度及びケベック年金制度

カナダの年金制度の第二の柱であるCPP（QPP）は、

加入者の退職、障害、配偶者の死亡による所得喪失の一

部を代替することにある。詳細は表2-1-12を参照のこと。

1966年に創設された本制度は基本的には賦課方式で運

営されているが、一定規模の積立金を確保し、CPP投資

委員会（CPP Investment Board）により市場で運用

が行われている。本制度は、CPP 財政の持続可能性の

維持と将来の現役世代の負担に配慮した制度改正（保険

料の引き上げを含む。）が適宜実施されており、保険料率

は1987年の5.85%から段階的に引き上げられ、1998年に

現在の9.9%に設定された。連邦及び州政府は3年に1度

CPPの財政状況を評価することになっているが、最新の

数理報告書ではCPPは今後75年間持続可能であること

が報告されている。CPP保険料の徴収は、カナダ歳入庁

（Canada Revenue Agency）が行っている。

第1節　カナダ（Canada）
社会保障施策
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表 2-1-12　年金制度
　

名称 老齢所得保障制度（OAS：Old Age Security） カナダ年金制度（CPP：Canada Pension Plan）
（ ケ ベ ッ ク に お い て は ケ ベ ッ ク 年 金 制 度（QPP：Quebec 
Pension Plan）。制度及び給付は CPP とほぼ同じであり、両者
で年金の通算も行っている。）

根拠法 老齢所得保障制度法（Old Age Security Act） CPP：カナダ年金制度法（Canada Pension Plan）
QPP：ケベック年金制度に関する法（Loi sur le régime de 
rentes du Québec）

制度体系

運営主体 雇 用・ 社 会 開 発 省（Employment and Social Development 
Canada）が制度の企画立案を行い、給付は雇用・社会開発省
の下に設置されているサービス・カナダ（Service Canada）。
た だ し 払 戻 し 税（Recovery Tax） に つ い て は 財 務 省

（Department of Finance）

CPP：連邦政府と州政府の共管。保険料の変更のような制度
改正には州の 3 分の 2 以上の正式な承認、かつその賛成の諸州
の人口の合計が 3 分の 2 以上でなければならない。雇用・社会
開発省が制度の企画立案を行い、給付はサービスカナダ。保険
料の徴収はカナダ歳入庁（Canada Revenue Agency）。運用は
CPP 投資委員会（CPP Investment Board）。
QPP：ケベック州。

被保険者資格 カナダに居住していること カナダで働く全ての者に原則適用され、被保険者は被用者又は
自営者のうち、18 歳以上 70 歳未満の者で年額 3,500 加ドル以
上の勤労所得がある者。ケベックで働く者には QPP が適用さ
れる。
被保険者数：1,297万3千人（CPP, 2011年）。QPPは約400万人。

年金受給
要件

支給開始年齢 65 歳 65 歳

最低加入期間 18 歳到達後 10 年以上居住すること 1 年

その他 年金を国外で受給する場合には 18 歳以降の居住期間が 20 年
以上であること －

給付水準 ○ OAS 年金：
18 歳以上にカナダに居住していた期間によって決まる。
給付満額（40 年以上居住していた場合）：月額 550.99 加ドル（2013
年 10 月）
10 年以上居住していた者に対して支払われる一部給付額：18 歳
以降のカナダ居住 1 年につき、満額の 1/40。

○払戻し税（Recovery Tax）（クローバック（clawback）とも呼
ばれる）：前年の所得申告に基づいて OAS 年金の月々の支給時
に、払戻し必要相当額を差し引いて支給する。

受給者の年間純所得（OAS 年金を除く。）が 69,562 加ドル（所
得制限額）を超えるとOAS 年金の減額が始まり（1 加ドル当たり
15 セント減額）、112,966 加ドルを超えるとOAS 年金全額の支給
が停止される。（額は 2013 年 7 月現在。）

○補足所得保障（GIS）：低所得の高齢者の所得を補う制度。
受給可能な所得上限（OAS 年金及び GISを除く）は年 16,704
加ドル（単身の場合）、年 22,080 加ドル（世帯の場合）
給付最高額は 747.11 加ドル / 月（単身の場合）、495.39 加ドル /
月（世帯の場合、受給者 1 人当たり）所得 1 加ドルにつき50 セン
トが減額される。

○加給手当（Allowance）：GIS 受給者の 60 〜 64 歳の配偶者
に支給される。

○遺族手当（Allowance for the suvivor）：60 〜 64 歳の遺族に
支給される。

被保険者の加入期間における保険料納付実績及び受給開始年齢
に基づき定められる。
65 歳から受給する場合、加入期間の保険料対象所得の 25%となる
ようになっている。
2012 年の最大額は月額 1012.50 加ドルである。平均受給額は月額
602.86 加ドル（2013 年 7 月）。
保 険 料を課す上 限（Years Maximum Pensionable Earnings：
YMPE）は平均賃金に連動するように定められているため、最大額
は平均賃金の 25%となる。

繰上（早期）支給制度 なし 60 歳から繰上支給制度あり

年金受給中の就労 就労に制限はないが、所得が一定額以上の場合、上記払戻し
税の対象となり得る

2011 年に繰上受給者に対する労働停止テストを廃止し、老齢
年金を受給する労働者は 65 歳まで保険料を払うことになった。
65 歳以上の労働者の保険料の納入は任意。
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ニ　私的年金

カナダ年金制度の第三の柱とされており、公的年金

の給付水準が低いため、中高所得者層にとっては老後

の重要な収入源の役割を果たしている。多様な種類の

企業年金及び個人年金に対して税制優遇の措置を行う

ことで、公的年金だけでは補えない国民の個人貯蓄や

老後所得の確保を促す目的がある。私的年金には、登

録企業年金（Registered Pension Plan. RPP）、登

録退職貯蓄年金（Registered Retirement Saving 

Plan：RRSP）、非課税貯蓄口座（Tax-Free Saving 

Accounts：TFSA）、 プ ー ル 型 退 職 年 金（Pooled 

Retirement Pension Plan：PRPP）がある。

企業年金制度である RPP は、民間部門と公務員部門

に分かれており、任意にカナダ歳入庁に登録して、事業

主、被用者が保険料を拠出する。約600万人が加入して

おり、全労働者の約38.1% を占めているが、その内訳

は公務員部門において普及している。

RRSP は、自営業者及び被用者を対象とした税制優

遇のある個人年金である。もともとは企業年金に加入で

きない自営業者の退職後の所得を補うために制度が設け

られた。RRSP は個人が金融機関と個別にプランを設

定する。加入者数は約600万人。

TFSA は、2009年に導入された制度である。RPP や

RRSP の税制が拠出時・運用時非課税、給付時課税で

あるのに対し、TFSA は拠出時課税、運用時・給付時

非課税である。

PRPP は、2012年12月、連邦政府により導入された

新しい確定拠出型の退職年金制度である。特徴として、

自営業者、被用者、事業主すべてを対象としているが、

運用や事務管理は事業主ではなく、第三者機関が担うこ

とで、中小企業の加入を促すことを意図している。制度

が本格的に施行されるためには、各州政府の同意が必要

であり、2013年1月、ケベック州では他の州に先駆けて

本制度が導入された。

財源 保険料 なし 保険料を課さない下限（Years Basic Exemption：YBE、年 3,500
加ドル（2012 年））と保険料を課す上限（YMPE、年 50,100
加ドル（2012 年））の間の所得に対し、9.9%。被用者の場合は
労使折半。

公費負担 全額が公費負担 なし

その他の
給付

（ 障 害、
遺族等）

障害年金 なし 65 歳未満であり、老齢年金を受給しておらず、肉体的及び精
神的に重大かつ長期的な障害を被った者が、障害の直前の 6 年
間のうち 4 年間、保険料を納付していた場合に、定額部分と保
険料納付実績に基づく所得比例部分からなる一定額が加入者に
支払われる。

遺族年金 60 歳〜 64 歳の遺族には、遺族手当（Allowance for Survivor）
が支給される。
GIS 受 給 者 の 60 〜 64 歳 の 配 偶 者 に は、 配 偶 者 手 当

（Allowance）が支給される。

死亡した加入者が 10 年以上保険料を納付していること、ある
いは、その加入期間の 1/3 以上の期間について保険料を払って
いた場合に、加入者の配偶者かコモンロー・パートナーに死亡
した加入者の老齢年金の 60％が支払われる。

実績 受給者数 OAS 年金　492.5 万人
うち払戻し税対象者　31 万人（うち、12.1 万人が全額払戻し
と推計されている）
GIS　152.1 万人
配偶者手当・遺族手当　9.0 万人

（2011 年）

老齢年金　423.6 万人
障害年金　33.0 万人
遺族年金　105.6 万人

（2011 年）

支給総額 OAS 年金　288.7 億加ドル（払い戻し税の還付後）
GIS　86.4 億加ドル
配偶者手当・遺族手当　5.6 億加ドル

（2011 年）

老齢年金　265.7 億加ドル
障害年金　41.9 億加ドル
遺族年金　46.1 億加ドル

（2011 年）
基金残高等 税財源 1616.4 億加ドル（2012 年 3 月）
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ホ　近年の動き

2012年、ハーパー保守党政権は、当該年度の連邦予

算方針において発表した老齢所得保障制度の改正案を連

邦議会で成立させた。同改正によれば、2023年4月より、

OAS 年金及び GIS の受給開始年齢について現行の65
歳から67歳に段階的（2029年に終了）に引き上げるこ

とになる。改正の理由として連邦政府は、当該制度は国

民が現在ほど長命でない時代に制度設計されたものであ

り、現制度下による連邦政府支出は2011年の380億加

ドルから、2030年には1,080億加ドルに上昇することが

見込まれることから、本制度を持続可能のものとするた

めと説明している。背景には、高齢化する国民及び退職

後貯蓄が少ない高齢者をより長く働かせるよう促し、高

齢者の所得を補うことも考慮されている。

最近の CPP を巡る制度改正の動きについては、労働

停止テストが廃止されるなど制度に柔軟性を与える改正

が行われた。抜本的な制度改正については、労働組合や

州政府から給付額の拡大を目的とした制度改正を望む声

が近年高まっているが、連邦政府は、国内経済のリーマ

ン ･ショックからの回復期において、制度の拡大が、特

に中小企業等に与える影響を見極めつつその是非を検討

していくとしている。この背景には、近年連邦政府が、

公的年金制度の拡充よりも、中小企業主や個人にとって

選択が柔軟な TFSA や PRPP 等の私的年金制度の拡充

により私的年金への加入や個人貯蓄の強化を試みている

ことが一因にある。

（2）医療制度

イ　概要

国民医療費は対GDP比でみた場合、11.4%に当たり、

先進国の中でも比較的高い水準にある。

医療サービスは、全国民を対象に、コアとされる医療

については患者の自己負担が一切なく、すべてを税財源

で公的に負担するシステムとして運営されている。この

国民医療制度はメディケア（Medicare）と呼ばれ、法

的根拠であるカナダ保健法（Canada Health Act）に

より、5つの基本原則（公営、包括性、普遍性、全国的

適用、平等性アクセス）を旨とされている。市民権又

は永住権を有する者は全員が、州が管理運営する医療

保険制度（例えばオンタリオ州においては、Ontario 

Health Insurance Plan：OHIP）に任意加入できるこ

ととされ、被保険者が医療サービスに対し個別の支払い

をする必要はない。しかしながら、処方箋の代金、歯科、

眼科、リハビリ、介護費等については、カナダ保健法で

解釈される公的医療保険の対象とはされず、私費での支

払いが原則となる。このため、国民医療費に占める私的

表 2–1-13　高齢者の収入源
（中央値、2010 年、加ドル）

資料出所：雇用・社会開発省、　Indicators of Well-being in Canada
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財源が占める割合は約3割となっている。

病気やけがにより、収入が減少した場合には雇用保険1）

から病気給付（Sickness Benefits）の給付を受ける

ことができる。過去52週間において、雇用保険の対象

となる就労を600時間以上行った者で、病気、けがのた

めに、収入が40%以上減少した場合、2週間の待機期間後、

被保険者期間の平均週間賃金の55％（上限501加ドル /週）

が最大15週間給付される。

州政府は医師免許の交付や医療保険制度の運営を通じ

州内の医療サービス全般の管理を行っており、連邦政府

は医療に関する基本原則の策定及び州に対する資金援助

を通じ、州間の医療サービスの一定の均一性を確保して

いる。連邦政府の権限自体は一義的には先住民や退役軍

人に対する医療サービスの提供のみに限られるが、実

際は、公的医療財源の一部を連邦政府が握っているた

め、連邦政府も州政府の支出権限に一定の影響力を有す

る。連邦政府は州政府がカナダ保健法に定める5つの基

本原則に従って各自の公的医療保険を運営しているか検

証の上、各州政府の財政状況に左右されずに国民が平等

な医療サービスを受けることができるよう補助額を決定

する。1966年に公的医療制度が発足した当時には、連

邦政府と州政府が同額のコストを負担するものであった

が、その後、1977年に制度財源調達法（Established 

Programs Financing）によって、医療費やその他の

社会政策のための租税移転と現金移転を組み込んだブ

ロック補助金の形を取るようになって、州政府にとって

は支出の柔軟性が増す一方で、連邦政府にとっては支出

医療費の負担削減につながった。ブロック補助金は、社

会福祉プログラム費と統合したカナダ医療社会福祉交付

金（Canada Health and Social Transfer：CHST）

を経て、2004年のカナダ医療補助金（Canada Health 

Transfer：CHT）に至り、現在これらの総額は、州政

府支出医療費（全州総計）の約3割を占める。

■ 1）雇用保険制度については労働施策 2（6）を参照のこと。

表 2-1-14　医療制度
　

概要 全国民を対象に、コアとされる医療については患
者の自己負担が一切なく、すべてを税財源で公的
に負担するシステムとして運営されている。

名称 メディケア（Medicare）
根拠法 カナダ保健法（Canada Health Act）
運営主体 各州
被保険者資格 カナダ国籍を有する者、永住権資格を持つ者。移

民等の場合には 3 か月間の待機期間がある。州に
よっては留学生などは加入できない場合がある。

給付対象 被保険者資格と同様。
給付の種類 コアとされる医療サービス（入院（薬剤費含む）、

外来診療）について給付対象とされる。処方箋の
代金、歯科、眼科、リハビリ、介護費等については、
カナダ保健法で解釈される公的医療保険の対象と
はされず、私費での支払いが原則となる。

本人負担割合等 給付対象となる部分については自己負担はない。
財源 保険料 なし。

公費負担 州政府の支出及び連邦政府のブロック補助金。
実績 加入者数 3,433 万人（2011 年〜 12 年）

支払総額 公的医療費支出　1408.0 億加ドル（2011 年）　　

表 2-1-15　部門別医療費支出の状況　
（2011 年　百万加ドル　%）

医療費内訳 医療費 割合

民間医療費 病院 5,216.9 2.6
その他の医療保健機関 6,051.4 3.0
医師 390.5 0.2
歯科 11,208.2 5.6
眼科 4,022.7 2.0
その他の医療専門職 2,559.2 1.3
医薬品 21,013.1 10.5
資産・運営 5,816.4 2.9
その他の医療サービス 3,016.5 1.5

民間医療費支出計 59,294.80 29.6
公的医療費 病院 53,760.5 26.9

その他の医療保健機関 14,717.2 7.4
医師 28,862.1 14.4
歯科 713.8 0.4
眼科 332.4 0.2
その他の医療専門職 713.5 0.4
医薬品 11,964.3 6.0
資産・運営 10,279.3 5.1
公衆衛生 10,426.6 5.2
その他の医療サービス 9,030.2 4.5

公的医療費支出計 140,799.90 70.4
医療費支出計 200,094.70 100.0

資料出所：カナダ保健情報機構 , National Health Expenditure Trends, 
1975 to 2013
注 1：その他の医療保健機関には、老人介護施設等が含まれる。
注 2：その他の医療専門職には、心療内科医、物理療法士等が含まれる。 
注 3：その他の医療サービスには、医療保健研究、医療用交通サービス、
居宅ケアサービス等が含まれる。
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ロ　医療提供体制

医師は、家庭医（ホームドクター）と専門医に分かれ

ており、前者は基礎医療を通じ重・軽度の患者を振り分

ける役割を果たしている。家庭医を確保できない患者は、

予約なしでも基礎的診療が受けられるウォークイン・ク

リニックを一時的に利用する。ウォークイン・クリニッ

クとホームドクターの間には医師資格や診療技術上の違

いはなく、事前診療予約の有無のみである。州政府が運

営するコミュニティーセンター（オンタリオ州において

は55拠点）は、臨床医、歯科医、看護師、ソーシャルワー

カー等を置き高齢者や移民、医療機関へのアクセスに困

難を有する者（公的医療制度未加入者含む。）等への医

療関連サービスを目的とした公的医療機関である。

一般的な医師免許取得のコア要件は、①大学教育後

の医学校（medical school）の修了、②国家試験へ

の合格、③医学校修了後の臨床研修（postgraduate 

training）、④専門医の資格認定である。医師免許の

交付は州政府の所管であり、例えば、オンタリオ州に

おいては、オンタリオ州医師協会（The College of 

Physicians and Surgeons of Ontario）が医師免許

の登録を行っている。カナダにおける医師の総数は約7
万3千人、人口千人当たり1.9人であるが、その約4分の

1である1万8千人が外国で医学教育を受けた外国人医師

である。例えば、オンタリオ州における外国人医師（米

国除く）の出身はインド、パキスタン、英国、アイルラ

ンド、ポーランド等である。

公的医療制度における公的病院（Public Hospital）

は州政府により運営されているが、開業医については、

個別に州政府と契約し、出来高払い制等により直接州政

府からの報酬の支払いを受ける。州政府の公的医療制度

下にない私的病院については、各州で定義や規制が異な

るものの、一般により迅速な医療アクセスを望む患者等

における需要が高い。

ハ　近年の動き

公的医療保険の創設当初から増加する国民医療費をま

かなうための財源をめぐっての連邦政府と州政府の緊張

関係が続いている。また、富裕州と貧困州との間で分配

補助金や医療サービス格差の問題も明らかになりつつあ

る。

医療制度改革案は、長年様々な角度から議論されて

いるが、2002年11月に提出されたロマノフ報告書では

合計47の提言が行われ、骨子には連邦政府の大幅な現

金移転を前提に、カナダ保健法の5原則を堅持し、優

先診療や在宅ケアも含むより一層の包括的医療サービ

スの拡充を求める内容となっている。本報告書を受け

て、2003年に開催された連邦―州首相大臣会議（First 

Ministers' Meeting） 2） では、医療制度に関する10カ

年計画（2004 First Minister’s Accord on Health 

Care Renewal）を採択し、国民の間で深刻化してい

る病院の待ち時間の短縮化対策を中心として、10年間

で連邦補助金を増額（年増加率6%）することが決定さ

れた。

近年は、10カ年計画が終期を迎える2014年度以降を

見据えた議論が連邦及び州政府内で進んでおり、連邦政

府は2012年度予算において、2014年度以降連邦補助金

について、10カ年計画で約束した年率6%の増額につい

て、2016年度までは同率を維持するが、それ以降は名

目 GDP と連動する算出式に基づく補助金とすることを

決定した。州政府との事前協議がない連邦政府による本

決定に対しては、州政府からの激しい反発があるが、連

邦政府としては、公的医療保険制度を運営する各州政府

自身による経費削減等の工夫を促すこととしている。

■ 2） 連邦政府首相と各州首相が集まって行われる会議で、連邦憲法上定められてはいないものの、不定期に開催されている。
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3　公衆衛生施策.. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
（1）概要

イ　行政機関

カナダでは、公衆衛生指標の改善に関連する国民の健

康増進、サーベイランスやワクチン接種を含む感染症や

疾病予防対策、健康危機管理については、保健省の下に

設置されている公衆衛生庁（Public Health Agency 

of Canada）が連邦政府レベルでの役割を担い、連邦

憲法に規定された権限の執行を行う州政府と緊密に連携

する。公衆衛生庁は、高齢社会化や生活環境や習慣の

変化に伴う新たな公衆衛生対策の必要性や2003年に世

界規模で発生した SARS（重症急性呼吸器症候群）対

応で問題となった健康危機管理体制の改善を目的として

2004年に設置された。

ロ　感染症及び疾病対策

感染症及び疾病のサーベイランスについては、インフ

ルエンザ（Flu Watch）等の感染症に関連した各種プ

ログラムのほか、周産期疾患や乳幼児疾患等に関するプ

ログラムについては公衆衛生庁が、州政府が運営する病

院や地域保健サービスと連携することで、リアルタイム

に近い動向把握を図り、公衆衛生庁や州政府の公衆衛生

施策方針の作成基盤となっている。

予防接種行政は州政府の権限であるものの、公衆衛

生庁によるガイドライン（Canadian Immunization 

Guide）に基づき各州の接種プログラムの平準化が図ら

れている。例えば、オンタリオ州においては、義務接種

（ジフテリア、破傷風、ポリオ、麻疹、おたふくかぜ、

風疹）及び勧奨接種（B 型肝炎、髄膜炎菌、HPV、百

日咳、ヘモフィルスインフルエンザ b 型菌、肺炎球菌、

ロタウイルス、水痘、インフルエンザ）に指定された

各種接種プログラムが全額公費により州民に提供されて

いる。また、新型インフルエンザに対しては連邦政府と

州政府の共管による Canadian Pandemic Influenza 

Plan に基づき危機管理体制が構築されている。

ハ　健康増進

カナダ人の出生時平均寿命は男性が78.5歳、女性が

81.3歳であり（2006～2008年）、これは隣国の米国より

も欧州の先進国のデータに近い。しかしながら、老若何

女を問わず、肥満、高血圧、糖尿病等の生活習慣病に関

する指標の悪化が進んでおり、公衆衛生庁と州政府の連

携による地域や人口動態毎の健康増進プログラムが数多

く立ち上がっている（2012年現在のプログラム総数は

1,144）。公衆衛生庁では、健康度調整平均寿命（Health 

Adjusted Life Expectancy）を指標値として、全体

的な公衆衛生施策の評価を行っており、2000/2002年は

男性67.5歳、女性69.9歳であったものが、2005/2007年

には男性68.9歳、女性71.2歳となり健康増進プログラム

に一定の効果があったと評価している。

喫煙・たばこ対策については、連邦保健省のもとで表

示等の若者を中心とした健康保護施策が行われており、

2011年には、喫煙抑制を促す警告性の強い画像が製品

包装の大部分を占めることを製造販売者に義務づける対

策強化を行った。

二　先住民に対する医療・公衆衛生対策

先住民に対する医療・公衆衛生対策は、基本的に連邦

政府の所掌であり、一般州民への医療サービスを提供す

る州政府との連携が行われている。広大な国土にあって、

北方地域等の僻地に多く居住している先住民は、公衆衛

生、医療環境について、他のカナダ国民から遅れをとっ

ており、その結果、公衆衛生指標においても国民平均よ

表 2-1-16　各州における医療費支出の状況　
（2011 年　百万加ドル、加ドル、%）

州 医療費総支出 1 人当たり医療費 GDP 比

ニューファンドランド＆
ラブラドール州 3,498.9 6,822 10.4

プリンスエドワードアイ
ランド州 930.0 6,383 17.4

ノバスコシア州 5,998.3 6,324 16.2
ニューブランズウィック州 4,711.5 6,238 14.6
ケベック州 41,668.9 5,223 12.0
オンタリオ州 76,821.4 5,747 11.7
マニトバ州 8,027.8 6,414 14.4
サスカチュワン州 6,691.0 6,325 9.0
アルバータ州 24,943.1 6,602 8.4
ブリティッシュ・コロン
ビア州 25,585.9 5,591 11.8

ユーコン準州 313.4 8,853 11.8
北西準州 469.4 10,618 9.8
ヌナブト準州 435.1 12,970 22.2
カナダ 200,094.7 5,803 11.4

資料出所：カナダ保健情報機構，National Health Expenditure Trends, 
1975 to 2013
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りも悪い状況を示している。また、高い自殺率やメンタ

ルヘルスの異常、薬物の乱用に関する問題についても先

住民が置かれる厳しい社会、公衆衛生環境を反映してい

る。

このような状況を改善するために、連邦政府は、保健

省内に先住民への健康医療サービスの提供に特化した

部局を設けるとともに、行動計画（The First Nations 

and Inuit Health Branch Strategic Plan）に沿った

取組が行われている。連邦政府のプログラムにより、医

学的に必要な医療サービスの無料提供のほか、一般の州

民であれば各自で負担しなければならない歯科や医薬品

等についても無料での提供が行われている。

（2）薬事

医薬品が販売されるためには、まず連邦保健省による

安全性審査に合格する必要がある。続いて、政府系融資

を受けた非営利独立機関であるCanadian Agency for 

Drugs and Technologies in Health による共通医薬

品審査（Common Drug Review：CDR）を受ける。

CDR は有効性とコストの費用対効果を評価して、結果

を州政府へ勧告する。抗がん剤についてもほぼ同様にカ

ナダ抗がん剤審査（Pan-Canadian Oncology Drug 

Review）がある。さらに州レベルにおいては、各州専

門委員会において、薬の有効性や州政府医療費予算等か

ら総合的に審査され、CDR の勧告が保険償還リスト入

りに大きく影響する。

（3）食品安全

食品安全行政は、製造・販売される食品が州境を越え

るか否かにより食品及び食品取扱い施設に対する連邦政

府と州政府の管轄が決まる。つまり、同一州内のみで製

造、流通、販売される食品は当該州政府の所管であり、

これにはレストランや食品販売店の衛生監視などが含ま

れる。一方で、複数の州に流通して販売されるような食

品を製造する施設は連邦政府の監視下にある。連邦レベ

ルの食品安全リスク管理機関である食品検査庁（Food 

Inspection Agency）は、リスク評価機関である連邦

保健省により策定された食品安全基準やリスク評価に

従って、国産食品や輸入食品の監視を実施している。

4　社会福祉制度.. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
（1）全般

憲法により原則州政府の所管である。連邦政府では雇

用・社会開発省が直接関与する社会福祉プログラムが一

部で実施されているが、基本的には連邦政府はブロック

補助金の交付により州政府が運営するプログラムを支援

する。1966年に連邦政府により導入されたカナダ扶助

プラン（Canada Assistance Plan：CAP）は、連

邦政府と州政府の協定により、州政府が行う社会給付に

ついて、連邦政府が50% の定率補助を行うものであり、

これには、従来の各州における高齢者福祉、障害者福

祉、失業扶助、困窮母子家庭援助、児童手当等が含まれ

ており、州政府による社会福祉サービスの中核であった。

1996年、財政再建を目的とした連邦政府の主導により

CAPは廃止され、代わりに導入されたCHST（2004年

に、CHT（Canada Health Transfer）と CST（Canada 

Social Transfer）に分離。）は、税源移譲を組み込ん

だ使途制限のきわめて緩やかな高等教育及び福祉サービ

スに向けたブロック補助金であり、州や地域の特性に応

じた各種の社会福祉プログラムが展開されている。

（2）高齢者福祉

毎年約30万人の移民を受け入れ、高齢社会化の進行

が比較的緩やかであるカナダにおいても、ベイビー・ブー

マー（1947年～ 1967年生まれ）の世代が65歳以上に達

するに従って、高齢化率は急激に上昇し、65歳以上の

高齢者人口の比率は、2009年現在の14% から、2030年

代末には25％に達すると予測されている。

高齢者医療及び福祉についても州政府の所管である一

方で、高齢者が利用する施設収容型継続ケアにおける

病院と居住型ケア（nursing homes, long-term care 

facilities, personal care homes）の役割や分担に関

する連邦レベルでの統一した基準は存在せず、また、高

齢者介護に係る公的医療保険の対象も限られているのが

現状である。つまり、基本的に居住型ケアにおいて提供

される部屋、食事、保健サービス、薬剤投与管理や慢性

疾患へのケアについては、カナダ保健法で規定しない各

州の独自の基準に従い、入居者の自己負担額も各州によ

り異なる。2010年現在、全国で2,136の居住型ケア施設

（215,313床）が報告されているが、その約1/3の738施
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設（89,035床）がオンタリオ州に存在する。これらの施

設への入所率は全国平均で、65～74歳の高齢者の1.4%、

75歳以上の12% である。在宅ケアについては、2002年

のロマノフ報告書においても、在宅ケアの充実が求めら

れているものの、カナダ保健法による公的医療保険制度

の範疇ではなく、さらに高齢者の在宅ケアのほとんどは

家族や近隣の友人（informal caregivers）によって担

われているのが現状である。

（3）障害者福祉

各州政府による独自のプログラムのほか、連邦政府

においては、CPP 障害年金等による個人の所得支援に

加えて、障害者のための公共施設アクセス改善を促進

するプログラム（Enabling Accessibility Fund）及

び障害者の社会進出を促進するプログラム（Disability 

Component  o f  the Soc ia l  Deve lopment 

Partnerships Program）を通じたコミュニティーレ

ベルでの資金援助を展開している。

1998年に開催された連邦・州政府社会福祉サービス

担当大臣会議にて「障害者に対するカナダの取組（In 

UNISON：A Canadian Approach to Disability 

Issues）」が発表され、その中では障害者が社会の受給

者（recipients）から参加者（participants）に加わっ

ていくために必要な均衡の取れた所得援助と就労支援の

充実が求められていることから、連邦及び州政府の各種

プログラムは、この方向性に沿って運営されている。

州政府が提供する社会扶助プログラムの一例である

オンタリオ障害者支援プログラム（Ontario Disability 

Support Program）は、障害を持つ者への経済的援助

と障害者の雇用を促進・維持する就労支援を併せ持つ制

度である。申請給付額は申請者の障害の程度、家族構成、

世帯所得等より算定される。就労支援は16歳以上が対

象であり、支援の内容には職業訓練、就職のためのプラ

ン作成、求職や訓練中の通勤費用が含まれる。

（4）児童給付

児童に対する給付及び所得維持制度には連邦政府及び

州政府が実施する制度が複数あり、これらの制度は当時

の社会的な要請を踏まえた組み合わせを経て現在に至る

が、その根幹には政府の垣根を超えて、児童の養育に

関する社会的責任を果たす姿勢が認められる。現在は、

給付制度として、普遍的保育手当（Universal Child 

Care Benefit：UCCB）、個人所得税の還付型税額控除

の形を取る給付制度であるカナダ児童税給付（Canada 

Child Tax Benefit：CCTB）があり、非還付型税額

控除としての児童扶養控除（Child Care Expense 

Deduction）が存在する。連邦政府により運営が行わ

れているこれらの制度に加えて、州政府が還付型税額控

除等の独自の児童扶養支援を行っている場合がある。

UCCBは、2006年の予算執行法により導入されたが、

児童養育のための普遍的な給付制度として1947年に導

入された家族手当の流れを汲む。現制度では、6歳未満

の子を持つ親に対して1人当たり月額100加ドルを支給

するものであり、連邦政府機関であるカナダ歳入庁が運

営する制度である。約155万世帯、約200万人の児童を

対象として支給されている。

CCTB は、18歳以下の子を養育する親に対する個

人所得税の税額控除である。CCTB には、家庭の状

況に応じて、低所得者世帯向けの全国児童付加給付

（National Child Benefit Supplement：NCBS） と

障害児童給付（Child Disability Benefit：CDB）が含

まれる。CCTB の税額控除の額は世帯所得により異な

り、控除のための所得制限がある。CCTBの基礎給付は、

子1人当たり年額1,433加ドルであり、3人目の子には

100加ドルが追加加算される。給付額は世帯所得が年間

43,561加ドルを超えると減額が始まり、その減額率は子

が1人の場合は2%であり、子2人以上の場合は4%とな

る。また、低所得者世帯向けの NCBS についても、子

供の数に応じた給付額の調整があり、1人子世帯の場合、

月額185.08加ドルが給付され、世帯収入が25,236加ド

ルを超えると12.2% ずつの減額が行われる。UCCB と

同様にカナダ歳入庁が制度の運営を行っている。

（5）社会扶助

連邦憲法により救護院の設立は州政府の所管とされて

いるため、生活困窮者への社会扶助は原則州政府により

担われており、各州や地域に応じた異なった仕組みを有

しているが、概ね福祉から就労へのスムーズな移行を意

識したプログラムである。

オンタリオ州が実施する社会扶助プログラムであるオ

定例.indb   113 2014/03/13   13:12



国
際
機
関
に
よ
る
経
済

及
び
雇
用
・
失
業
等
の

動
向
と
今
後
の
見
通
し

（
社
会
保
障
施
策
）

カ 

ナ 

ダ

米
　
国

フ 

ラ 

ン 

ス

ド 

イ 

ツ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

英
　
国

E
　
U

定例
報告

［2013 年の海外情勢］

114 2013 年海外情勢報告

ンタリオ・ワークス（Ontario Works）は、オンタリ

オ障害者支援プログラムと同様に経済支援による生活保

護と就労を同時にサポートするプログラムとして、オン

タリオ州社会福祉サービス省の下で地方自治体により実

施されている。対象者には、オンタリオ州に居住し、社

会扶助を受給する一方で、州政府が提供する職業訓練や

雇用プログラムに参加することが義務づけられる。給

付額は申請者の家族構成や所得等より算定されるとも

に、対象者は同時に公的医療保険の対象外である医薬

品、歯科診療費等についても援助を受けることができる。

2013年1月現在、州内の259,213世帯が受給し、その内

訳は単身世帯が155,952世帯、ひとり親世帯が76,444世

帯、その他が26,817世帯となっており、近年は単身世

帯の受給者の増加が明らかとなっている。

一方、連邦政府によるワーキングプア・生活困窮者向

けプログラムには、カナダ歳入庁への個人所得税の申告

に連動したプログラムとして、19歳以上の勤労者等で

所得が一定額に満たない個人又は世帯への手当である勤

労者手当（Working Income Tax Benefit）、財貨サー

ビス税（Goods and Service tax）の逆累進制を解消

するために、年間所得が基準額以下の個人又は世帯に対

する手当として導入された GST クレジット（給付付き

税額控除）がある。
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